
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

神戸市 循環型社会形成推進地域計画  
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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

(1)対象地域（対象地域図：添付資料） 

   構成市名 神戸市 

面積 557.02ｋ㎡ 

人 口 1,521,777 人（令和 3 年 4月１日現在） 

 

(2)計画期間 

   本計画は、令和4年4月1日から令和10年3月31日までの6年間を計画期間とする。  

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。 

 

(3)基本的な方向 

   一般廃棄物については、これまで市民・事業者の理解・協力のもと、缶・びん・ペット

ボトルの分別収集、６分別収集、生活系指定袋、大型ごみの申告有料制、容器包装プラ

スチックの分別収集、事業系有料指定袋制、搬入手数料の改定、国における家電等リサ

イクル法による品目別リサイクルルートの確立、市民による資源集団回収活動、事業者

による店頭回収活動、プラスチックの資源循環を一層進めるための「まわり続けるリサ

イクル」などさまざまな施策を展開し、減量、資源化に取り組んでいる。これらの取り

組みを引き続き推進しごみの排出量の削減を目指す。 
 生活排水処理については、集中処理（公共下水道、農業集落排水処理施設）及び個別処

理（合併処理浄化槽）により、効率的な処理に取り組む。 

 

(4)広域化・施設の集約化の検討状況 

   神戸市では、従来より焼却施設の集約化に取り組んでいる。（平成 20 年は 5 施設で焼

却を行っていたが、平成 21 年に落合クリーンセンター、平成 29 年に苅藻島クリーンセ

ンターでの焼却を停止し、3 施設の集約化） 

「兵庫県廃棄物処理計画」では、一般廃棄物処理施設の広域化は従来からの広域処理

の枠組等を尊重し市町が実施主体として広域化を検討するとされている。（なお、「旧兵

庫県ごみ処理広域化計画」では、神戸市は単独処理ブロックに位置付けられていた。）今

後、必要に応じて広域化・施設の集約化の検討を行う。 

 

(5)プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

   神戸市では、従来より容器包装プラスチックを分別収集し、民間施設にて分別・圧縮

梱包した後、容器包装リサイクル法に基づく指定法人に再商品化を委託している。 

   また、プラスチック使用製品廃棄物については、コストや環境影響等の情報収集を行

い、財政状況等を踏まえながら分別収集・再商品化の実施方法や実施時期について検討

を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

 (1)一般廃棄物等の処理の現状 

   神戸市全体の令和２年度の一般廃棄物の排出、処理状況のフローは図１のとおりであ

る。 

   総排出量（集団回収量を含む）は、518,278 トンであり、再生利用される「総資源化量」

は 66,801 トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収

量）／（ごみの排出量＋集団回収量））は、12.9％である。 

   中間処理による減量化量は 378,008 トンであり、集団回収量を除いた排出量の約

79.2％が減量化されている。中間処理量のうち、焼却量は 436,934 トンであり、集団回

収量を除いた排出量の 15.4％にあたる 73,469 トンが埋め立てられている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 一般廃棄物（ごみ）等の処理状況フロー（令和2年度） 

 
 
 (2)生活排水の処理の現状 

   令和2年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図２のとおりである。 

   生活排水処理対象人口は、1,521,615人であり、水洗化人口は、1,519,106人、汚水処理

人口普及率は約99.84％である。し尿発生量は2,305kl／年、浄化槽汚泥発生量は16,699kl

／年であり、処理・処分量は19,004kl／年である。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図２ 生活排水の処理状況フロー（令和2年度） 

公共下水道

1,502,242人（98.7%)

処理人口 農業集落排水施設

1,519,106人（99.8%) 13,041人(0.9%)

生活排水処理対象人口 合併処理浄化槽 浄化槽汚泥発生量

1,521,615人（100%) 3,823人(0.3%) 16,699kl/年

単独処理浄化槽

1,221人(0.1%)

未処理人口

2,509人(0.2%) 非水洗化人口 し尿発生量

1,288人(0.1%) 2,305kl/年

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。

（単位：ﾄﾝ）

資源回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

25,824

処理残さ量 5.4%

93,933

排出量 計画処理量 中間処理量 19.7% 処理後最終処分量

477,301 471,941 68,109

100% 98.9% 14.3%

減量化量

自家処理量 直接最終処分量 378,008 総最終処分量

5,360 79.2% 73,469

1.1% 15.4%

477,301

66,80140,977

0

0
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 (3)一般廃棄物等の処理の目標 

   本計画の計画期間中においては、循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目標量に

ついて定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1 R10 年度における排出量、集団回収量及び熱回収量の割合は基準（H25 年度：神戸市一般廃棄物処理基本計画における基準年度）および 

現状（R2 年度）に対する割合（左側：H25 年度比、右側：R2 年度比）、その他の割合は各年度における排出量に対する割合  

※2 (1 事業所 1 日当たりの排出量)＝(事業系ごみの資源物を除く排出量) / (事業所数)/365 

※3 (1 人 1 日当たりの排出量)＝(生活系ごみの資源物を除く排出量) / (人口)/365 

※4 (総資源化量＜割合＞)＝(総資源化量) / (排出量 +集団回収量) 

≪指標の定義≫ 排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）[単位：トン] 

        再生利用量：集団回収量、直接資源化量、処理後再生利用量の和 [単位：トン]   

熱回収量：熱回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕 

減量化量：中間処理量と処理残さ量（処理後再生利用量＋処理後最終処分量）の差〔単位：トン〕 

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

事業系　総排出量 195,396 t 176,788 t 170,970 t Δ12.5%　Δ3.3%

１事業所１日当りの排出量

※２

7.3

kg/事業所・日

6.5

kg/事業所・日

6.2

kg/事業所・日
Δ15.1%　Δ4.6%

生活系　総排出量 309,524 t 300,513 t 267,740 t Δ13.4%　Δ10.4%

資源物を除く排出量 283,141 t 271,983 t 238,311 t Δ15.8%　Δ12.4%

1人1日当たりの排出量※3 500 g/人・日 488 g/人・日 438 g/人・日 Δ12.4%　Δ10.2%

合計

事業系生活系総排出量

集団回収量 67,302 t 40,977 t 57,273 t Δ14.9%　39.8%

直接資源化量 0 t 0 t 0 t

処理後再生利用量 18,283 t 3.6% 25,824 t 5.4% 28,647 t 6.5%

総資源化量 85,585 t 16.0%※4 66,801 t 12.9%※4 85,920 t 17.3%※4

エネルギー

回収量

（年間の発電電力量及び熱利

用量）
157,374 MWh 216,264 MWh 198,967 MWh 126.4%　92.0%

減量化量 中間処理による減量化量 399,556 t 79.1% 378,008 t 79.2% 343,705 t 78.3%

最終処分量 埋め立て最終処分量 87,081 t 17.2% 73,469 t 15.4% 66,358 t 15.1%

438,710 t Δ13.1%　Δ8.1%

再生利用量

排出量

504,920 t 477,301t

人口 1,552,338 1,526,860 1,476,400

事業所数 71,839 73,210 74,143

指標
基準（割合※1） 現状（割合※1） 目標（割合※1）

平成25年度 令和２年度 令和10年度
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図３ 目標達成時の一般廃棄物（ごみ）等の処理状況フロー（令和10年度） 
 
 

 (4)生活排水処理の目標 

  生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進め

ていくものとする。 

 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

 令和2年度実績 令和10年度目標 

処 
理 
形 
態 
別 
人 
口 

公共下水道 1,502,242 人 (98.7%) 1,458,004 人 (98.8%) 

農業集落排水施設 13,041 人 (0.9%) 12,654 人 (0.9%) 

合併処理浄化槽 3,823 人 (0.2%) 4,449 人 (0.3%) 

単独処理浄化槽等未処理人口 1,221 人 (0.1%) 582 人 (0.0%) 

し尿汲み取り 1,288 人 (0.1%) 711 人 (0.0%) 

合 計 1,521,615 人 1,476,400 人 

し 
尿 
・ 
汚 の 
泥 量 

汲み取りし尿量  2,305kl 260kl 

浄化槽汚泥量 16,699kl 12,705kl 

合 計 19,004kl 12,965kl 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：ﾄﾝ）

資源回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

28,647

処理残さ量 6.5%

90,130

排出量 計画処理量 中間処理量 20.5% 処理後最終処分量

438,710 433,835 61,483

100% 98.9% 14.0%

減量化量

自家処理量 直接最終処分量 343,705 総最終処分量

4,875 78.3% 66,358

1.1% 15.1%

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。

57,273 85,920

0

438,710

0
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図４ 生活排水の処理状況フロー（令和10年度） 

 

 

３ 施策の内容 

 

(1) ごみの発生抑制、再使用、再資源化の推進 

 ア 発生抑制（リデュース） 

①プラスチックごみの削減 

     小売事業者等やプラスチックごみ問題に関心がある大学等と連携して、マイバッ

グの利用によるレジ袋の削減、マイボトルの利用促進など使い捨てプラスチックご

み削減に向けた取り組みを進めていく。 
    

②食品ロスの削減 

    生ごみの約２割を占める手付かず食品・食べ残しなどの食品ロスについて、神戸市

食品ロス削減アクションメニュー（改訂版）に基づき、食品ロスの見える化や食品在

庫の上手な管理を推進することで家庭から出る食品ロスを削減するとともに余って

いる食品を地域のイベントや協力店舗等に持ち寄っていただき、必要としている福

祉団体等に寄付する「フードドライブ」を拡充した。さらに、てまえどりや食品ロス

削減協力店制度の普及・啓発による事業系食品ロス削減にも努める。 
 

 イ 再使用（リユース）の促進 
  地域の資源集団回収やリサイクル工房等における拠点回収を通じて、古着・古布の

リユースを推進する。 

 
ウ 再資源化（リサイクル）の啓発 

①プラスチック等のリサイクルの推進 

 現在のプラスチックリサイクルを一歩進めるため、利用目的を明確に定めた上で、

必要なプラスチックを品目別に回収し、プラスチックとして使い続けることができ

る「まわり続けるリサイクル」等リサイクルを推進する。 

公共下水道

1,458,004人（98.8%)

処理人口 農業集落排水施設

1,475,107人（99.9%) 12,654人(0.9%)

生活排水処理対象人口 合併処理浄化槽 浄化槽汚泥発生量

1,476,400人（100%) 4,449人(0.3%) 12,705kl/年

単独処理浄化槽

582人(0.0%)

未処理人口

1,293人(0.1%) 非水洗化人口 し尿発生量

711人(0.0%) 260kl/年

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。
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   ②資源の店頭回収 

食品トレイ・空き缶・牛乳パックなどの資源を店頭回収している小売店舗の情報を

市の HP 等で提供するとともに、事業者独自実施している店頭回収に協力した市民

に対してポイント付与するなどの店頭回収の拡大に向けた取組みを支援していく。 
 

エ 有料化 

   ①減量・資源化が進む仕組みづくり 

事業系ごみについては、分別の徹底及び減量・資源化の促進を図るため、平成 19

年 4 月から有料指定袋制度を導入し、分別区分に応じた指定袋で市の処理施設に搬

入することとしている。 

     生活系ごみについては、市民の意識改革や負担の公平性を確保し、製品の長期使

用やリユースルートの活用による減量・資源化を促進するため、平成 20 年 11 月よ

り大型ごみ（粗大ごみ）の申告有料制度を導入しており、カセットボンベ・スプレー

缶は、中身の見える袋での排出としている。 

   大型ごみ・カセットボンベ・スプレー缶以外の生活系ごみ全般については、分別区

分ごとに決められた規格を定めた単純指定袋制度を導入しており、有料化は実施し

ていない。有料化については、ごみの発生抑制等に有効な手段であることを踏まえ

つつ、今後、排出量が増加傾向となるなど、減量・資源化を強力に進めていく必要が

ある場合に備えて、幅広い観点から多角的に研究・検討を進めていく。 

 

   ②モデル実施・助成 

     まわり続けるリサイクルの推進を図るため、地域団体や事業者と共同でプラスチ

ックごみ等の削減に向けての実証実験やモデル実施等を行う。また、食品ロス削減

に向けて、フードバンク活動を実施する団体に対して活動費の一部を助成するとと

もに市民・地域団体主体のリサイクル活動の促進を図るため、古紙等の資源集団回

収活動の実施団体に対する助成も引き続き、実施する。 

 

  オ 生活排水対策  

浄化槽整備を促進するため、「神戸市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱」又は「六

甲山浄化槽設置整備事業補助金交付要領」に基づき設置者へ整備費の助成を行って

いる。 
また、合併処理未設置者に対し、当該助成制度の周知を図っていく。 

 

 (2)処理体制 

  ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

     分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。 

     家庭から排出されるごみのうち、クリーンステーション（ごみ集積場）で収集す

るものについては、「缶・びん・ペットボトル」「大型ごみ」「燃えないごみ」「カセッ

トボンベ・スプレー缶」「燃えるごみ」「容器包装プラスチック」の６種類に分別する

ものとし、「大型ごみ」については、申告有料収集を実施しており、カセットボンベ・
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スプレー缶については、中身の見える袋としており、大型ごみ・カセットボンベ・ス

プレー缶以外については、市が袋の規格を定めた単純指定袋制度を導入している。 

 

  イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

     事業系ごみについては、「可燃」「粗大（不燃）」「資源」「カセットボンベ・スプレ

ー缶」の４種類に区分しており、ごみの処分手数料を含む有料指定袋制度を導入し

ている。 

     今後は、指定袋制度の一層の定着による分別の徹底や、紙ごみを焼却処理してい

る事業者への啓発・指導など、減量・資源化を推進するため、広報啓発を行うほか、

大規模事業所に対する減量・資源化の取り組みを進めるため、研修会の開催や個別

訪問による減量・資源化の指導を実施する。また、クリーンステーションへの事業

系一般廃棄物の不法投棄に対して開封調査及び排出指導を実施し、厳正に対処する

ほか、処理施設への搬入物についても、排出区分の徹底や指定袋外の不適正搬入な

どを防止するために、展開調査を実施する。 

 

  ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

     現在市の施設においては産業廃棄物の受け入れは行っておらず、今後も引き続き

処理を行う予定はない。 

 

  エ 生活排水処理の現状と今後 

公共下水道の整備は概ね完了しているが、残る未整備地区についても継続し事業

を進めていく。また、農業集落排水については平成20年度までに整備計画を完了し

た。今後は引き続き、これらの施設が計画されていない地域で、浄化槽の整備を促進

する。 

 

オ 今後の処理体制の要点 

・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の成立を踏まえ、プラスチッ

クの資源循環を一層進めるため、財政面や弱者、多様性なライフスタイルに対応し

ながら「まわり続けるリサイクル」等の取り組みを進める。 

・過度な力が加わると、発熱・発火する恐れがあるリチウムイオンバッテリーを含む

内蔵型二次電池（電子たばこ、スマートフォン、モバイルバッテリー、電気シェー

バーなど）の収集にできる限り「小型家電リサイクル回収ボックス」に入れていた

だくよう協力を呼び掛ける。 
・事業系ごみに関して、有料指定袋制度の一層の定着を図り、また事業者への啓発等

を行うことにより、事業系ごみの減量・資源化に取り組む。 

・公共下水道の未整備地区について、合併処理浄化槽の整備等を進めていく。 

・3 クリーンセンターと中継施設を活用し、効率的な収集・処理および、災害時等に

も対応した安定的な処理を行っていく。 
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表３ 神戸市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

現 在（令和２年度）  今 後（令和 10 年度） 

分別区分 処理方法 

処理施設等 
処理実績

（ｔ） 
分別区分 処理方法 

処理施設等 処理見

込量

（ｔ） 
一次処理 二次処理 一次処理 二次処理 

燃えるごみ 
焼却（熱回

収）→埋立 

神戸市の各クリ

ー ンセン ター 

（東、港島、西ク

リーンセンター

の３施設） 

（焼却灰） 

大阪湾圏域広域処

理場整備事業神戸

沖埋立処分場 

 

249,326 
燃えるごみ 

焼却（熱回

収）→埋立 

神戸市の各クリ

ーンセンター 

（東、港島、

西、クリーンセ

ンターの 3 施

設） 

（焼却灰） 

大阪湾圏域広域処

理場整備事業神戸

沖埋立処分場 

224,570 

大型ごみ 
破砕・選別

（金属回

収） 

↓ 

焼却又は 

埋立 

 

神戸市布施畑環

境センター破砕

選別施設 

 

神戸市妙賀山ク

リーンセンター

破砕施設 

（金属） 

売却 

（破砕可燃） 

クリーンセンター 

（破砕不燃） 

神戸市布施畑環境

センター     

神戸市淡河環境セ

ンター 

 

22,657 

大型ごみ 
破砕・選別

（金属回

収） 

↓ 

焼却又は 

埋立 

神戸市布施畑環

境センター破砕

選別施設 

 

神戸市港島クリ

ーンセンター破

砕施設 

（金属） 

売却 

（破砕可燃） 

クリーンセンター 

（破砕不燃） 

神戸市布施畑環境

センター     

神戸市淡河環境セ

ンター 

13,741 

燃えないごみ 燃えないごみ 

ｶｾｯﾄﾎﾞﾝﾍﾞ･ 

ｽﾌﾟﾚｰ缶 
処理（委託） （委託） （金属）売却 

ｶｾｯﾄﾎﾞﾝﾍﾞ･ 

ｽﾌﾟﾚｰ缶 
処理（委託） （委託） （金属）売却 

容器包装プラ

スチック 

選別・圧縮

（委託）→

指定法人 

（委託）  9,816 
容器包装プラス

チック 

選別・圧縮

（委託）→

指定法人 

（委託）  11,721 

缶･

び

ん･

ﾍﾟｯﾄ

ﾎﾞﾄﾙ 

缶 
選別・圧縮

→売却 

神戸市資源リサ

イクルセンター 

 
 

18,714 

缶･び

ん･ﾍﾟｯ

ﾄﾎﾞﾄﾙ 

缶 
選別・圧縮

→売却 

神戸市資源リサ

イクルセンター 

 

17,708 

ﾍﾟｯﾄボ

トル 

選別・圧縮

→指定法人 

ﾍﾟｯﾄボ

トル 

選別・圧縮

→指定法人 

選別・圧縮

→売却 

びん 

選別→指定

法人 
びん 

選別→指定

法人 

選別→資源

化（委託） 
（委託） 

選別→資源

化（委託） 
（委託） 
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(3)処理施設の整備 

  ア 廃棄物処理施設 

    上記(2)の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 4 のとおり必要な施設整

備を行う。 

表４ 整備する処理施設 

事業

番号 

整備施設種類

（施設名） 

事業名 施設規模 設置予定地 事業期間 国土強靭

化 

１ ごみ焼却施設 

東クリーンセ

ンター 

廃棄物処理施設

の基幹的設備改

良事業（交付率１

/２） 

900ｔ／日 神戸市東灘区魚

崎浜町１番地の

７ 神戸市環境

局東クリーンセ

ンター 

R5～R9 

 

― 

２ ごみ焼却施設 

神戸市第 12 次

クリーンセン

ター 

エネルギー回収

型廃棄物処理施

設整備事業（既存

施設解体事業含

む） 

（未定） （未定） R8 

(R8 ～ 未

定) 

― 

３ 破砕選別施設 

神戸市新破砕

選別施設 

マテリアルリサ

イクル推進施設

整備事業 

（未定） （未定） R8 

(R8 ～ 未

定) 

― 

 ※現有処理施設の概要を添付（現有施設名・種類、処理する廃棄物、処理能力、所在地、

竣工年等、施設の概要について一覧表としたもの） 

  

（整備理由） 

 事業番号１ 劣化の進行した設備の改良による焼却施設の長寿命化と温室効果ガスの発

生抑制 

 事業番号２ 既存施設の老朽化、エネルギーの高効率回収・有効利用の促進 

事業番号３ 既存施設の老朽化 

 

  イ 合併処理浄化槽の整備 

    合併処理浄化槽の整備については、表 5のとおり行う。 

 

表５ 合併処理浄化槽の整備計画 

事  業 直近の整備済 

基数(基) 

（令和 2 年度） 

整備計画 

基数(基) 

整備計画 

人口(人) 

事業期間 国土強靭

化 

浄化槽設置整備事業 930 162 410 R4～R9 ― 
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(4) 施設整備に関する計画支援事業 

 (3)の施設整備に先立ち、表６のとおり計画支援事業を行う。  

 

表６ 実施する計画支援事業 

事 業

番 号 

事業名 事業内容 事業期間 

２ 神戸市第 12 次クリーンセンター整備事業（事業番

号２）に係る計画支援事業 

計画支援事業 R8 

(R8 ～ 未

定) 

３ 神戸市新破砕選別施設整備事業（事業番号３）

に係る計画支援事業 

計画支援事業 R8 

(R8 ～ 未

定) 

 

(5)その他の施策 

  ア 排出・分別ルールの徹底・支援 

① 排出・分別ルールの徹底 

      排出・分別ルール啓発を地域と連携して継続的に取り組んでいくとともに、持ち

去り行為の禁止について、周知の徹底を図る。デザインの工夫によりわかりやすく

周知することで、紙や容器包装プラスチック等のリサイクルを促進する。 

また、事業者への食品リサイクルについて紹介するパンフレットによる意識啓発

や市内許可業者による食品廃棄物等収集運搬システムへの誘導等により、民間リサ

イクルを推進していく。 

② 排出・分別の支援 

    地域住民だけでは難しい高齢者等のごみ出し支援（ひまわり収集）や排出指導を

地域福祉とも連携しながら取り組んでいく。 

 

イ 情報発信と行動の展開 

 ①市民に向けた情報発信の展開 

ごみや資源に関する情報を今後も継続的に発信していく。市の広報紙やルール

チラシ等のほかホームページなどによる情報発信を強化するとともに、スマート

フォン等を活用した SNS 等の新たなツールを用いて効果的な情報発信を展開し、

ごみに対して関心が低い若い世代や分別の対応が難しい高齢者でもわかりやすい

排出・分別ルールの周知に努める。また、ルール徹底が難しい共同住宅（マンショ

ン）入居者、外国人、店舗付き住宅居住者等に対しても、管理者等を通じて啓発や

指導を積極的に行っていく。さらに、高齢者等に対しては地域福祉とも連携しな

がら情報提供を行っていく。 

 

②事業者に向けた情報発信の展開 

 事業者に対して、大規模事業所への立入調査を強化するとともに、ルールブッ
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ク等を活用し、減量や資源化の促進につながる情報を広く事業者に発信していく。 

       

 ③環境教育・学習の充実 

         環境教育の場・施設の充実、環境教育に関する情報の収集・発信体制の整備や人

材の育成に努め、市民の環境学習のための条件整備を図り、自主的な環境保全活

動への取組を促進していく。 

   (ⅰ)幅広い年齢層に対応した環境教育・学習の提供 

   子どもから高齢者まで幅広い年齢層の市民が、気軽に楽しく環境問題に気づき、

学ぶことができる機会を提供するとともに、体験型・参加型の学習プログラム等、

環境問題をより主体的に学ぶことができる機会を、市民・ＮＰＯ・事業者等と連

携し提供していく。 
 (ⅱ)学校等と連携した子どもたちへの環境教育の推進及び人材の育成 
   学校と連携し、未来を担う子どもたちへの環境教育を推進するとともに、家庭

や地域等と連携し、環境学習を通じて自ら率先してごみの減量・資源化へ取り組

む等、環境問題に自ら対処し指導的な役割を担える人材の育成に努める。 
       

 ④美しいまちづくりの推進 

 (ⅰ）美しいまち「こうべ」の実現 

    清潔で緑と花があふれる「美しいまち」を未来の世代に引き継ぐために、「自分た

ちのまちは自分たちで美しく」を基本に、地域で行われる美化活動など、市民・NPO・

事業者・市等の協働による美しいまちづくりのための取り組みを推進していく。 

    

(ⅱ) クリーンステーション等の美化・不法投棄対策 

    クリーンステーションへの不法投棄の防止を目的とした主体的な活動を支援し、

地域における監視の目の強化を図るなど、官民協同により不適正排出の防止を図る。 
 

ウ 適正な最終処分の推進 

    最終処分量の削減に努めて環境センターを長期にわたって使用するとともに、引

き続き大阪湾フェニックス計画にも参画する。２つの環境センター（布施畑、淡

河）について、水処理設備等の点検・補修・更新を適切に行い、安定的に運転・管

理をしていく。また、焼却灰のセメント原料化などの有効利用について引き続き検

討していく。 

 

エ 不法投棄対策の推進 

    「クリーン110番」を設け、不法投棄等の通報受付、現場調査、廃棄物の撤去指

導を行うほか、山間部など大規模な不法投棄が発生しやすい北区・西区では、民間

不法投棄監視員より通報協力をいただくとともに、「不法投棄防止協働サテライ

ト」を設置して巡回パトロールを実施するなど、不法投棄を許さないまちづくりを

進める。さらに、山間部等の人の目が届きにくく不法投棄が多く発生する地域等に
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おいて、本市が直接不法投棄防止カメラを設置して監視を強化し、投棄しづらい環

境を創出することで、不法投棄の未然防止を図る。また、街中のクリーンステーシ

ョン等における不法投棄対策については、地域団体に対する防犯カメラ設置補助に

より対応する。 

 

オ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

   平成 30 年 3 月に「神戸市災害廃棄物処理指針」を策定している。3 つのクリーンセ

ンターと、中継施設を活用した効率的な収集・処理体制を構築している。 
「大規模災害発生時廃棄物対策近畿ブロック協議会」に参画し、兵庫県及び他自治

体との情報の共有、広域連携に取り組むとともに、災害発生時には、災害廃棄物処

理計画に基づき、適正かつ円滑な処理を実施できるよう備える。 
 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

 (1)計画のフォローアップ  

   毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、兵

庫県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

 (2)事後評価及び計画の見直し 

   計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速や

かに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

   また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるもの

とする。 

   なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直す

ものとする。 



様式１

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１　（令和4年度）

1 地域の概要

(1)地域名 神戸市 ５５７．０２ｋｍ２

(4)構成市町名 神戸市 　人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他　　

(6)構成市町に一部事務組合が含まれる場合、当該組合の状況

2 減量化、再生利用の状況と目標 （単位：トン）

指標・単位 年度

事業系 総排出量 (ﾄﾝ) 192,101 193,702 198,041 176,788 △12.5%　△3.3%

１事業所1日当たりの排出量
※２ (kg/事業所/日) 7.2 7.3 7.4 6.5 △15.1%　 △4.6%

排出量 家庭系 総排出量 (ﾄﾝ) 297,634 297,183 296,126 300,513 △14.1%　△11.5%

資源物を除く排出量 289,161 270,395 269,524 271,983 △16.6%　△13.2%

１人1日当たりの排出量※３ (kg/人/日) 481 480 482 488 △12.4%　△10.2%

合　計 事業系家庭系排出量合計 (ﾄﾝ) 489,735 490,885 494,167 477,301 △13.5%　△8.5%

集団回収量 (ﾄﾝ) 58,155 55,112 45,153 40,977 △14.9％  39.8%

再生利用量 直接資源化量 (ﾄﾝ) 0 0 0 0

処理後再生利用量 (ﾄﾝ) 23,398 24,002 25,548 (5.2%) 25,824 (5.4%) (6.5%)

総資源化量※4 (ﾄﾝ) 81,553 79,114 70,701 (13.1%) 66,801 (12.9%) (17.3%)

エネルギー回収量 （年間の発電電力量） (MWh) 164,199 216,254 219,639 216,264 126,4%　 92.0%

減量化量 中間処理による減量化量 (ﾄﾝ) 390,196 391,596 394,239 (79.8%) 378,008 (79.2%) (78.3%)

最終処分量 埋立最終処分量 (ﾄﾝ) 76,141 75,262 74,380 (15.1%) 73,469 (15.4%) (15.1%)

※別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。（参考資料図3－1）

※2　(1事業所1日当たりの排出量)＝(事業系ごみの資源物を除く排出量) / (事業所数)/365

※3　(1人1日当たりの排出量)＝(家庭系ごみの資源物を除く排出量) / (人口)/365

※4　(総資源化量＜割合＞)＝(総資源化量) / (排出量 +集団回収量)

令和10年度の目標値については、神戸市一般廃棄物処理基本計画(平成28～令和7年度)のごみ削減目標を踏まえた上でさらなる減量資源化施策を実施したものとして算出

≪指標の定義≫

排出量：事業系ごみ、家庭系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）[単位：トン]

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、処理後再生利用量の和　[単位：トン] 　

減量化量：中間処理量と処理残さ量（処理後再生利用量＋処理後最終処分量）の差〔単位：トン〕

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

(3)地域面積

(5)地域の要件

199,940

令和元年度 令和10年度

(79.7%)

7.5 6.2

１，５２１，７７７人(2)地域内人口

目標（割合※1）過去の状況・現状（割合※1）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

438

令和2年度

295,245 265,806

170,970

(79.8%)

85,920

438,710495,185

268,597

57,273

236,065

479

(14.0%)

(4.9%)(4.8%)

66,358

217,955

24,469

0

343,705395,279

(14.5%)

0

※1　R10年度における排出量、集団回収量及び熱回収量の割合は基準（平成25年度：神戸市一般廃棄物処理基本計画における基準年度）および現状（令和2年度）に対する割合（左側：H25年度比、右側：R2年度比）、その他の割合は
各年度における排出量に対する割合

198,967

(15.2%)

28,647

76,353

エネルギー回収量：熱回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕

(14.9%)

(15.5%) (15.3%) 75,257

51,884

(4.9%)

(79.8%)



3 一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月
廃止又は休止
（予定）年月

解体（予定）年月

選別・圧縮施設
資源リサイクルセ
ンター

神戸市
選別、圧縮及び梱

包
90t/日 平成16年3月 未定 未定

破砕施設
港島クリーンセン
ター破砕施設

神戸市 破砕及び選別 20t/日 平成29年3月 未定 未定

破砕施設
布施畑環境セン
ター破砕選別施設

神戸市 破砕及び選別 300t/日 平成11年3月 未定 未定

中継施設 妙賀山中継地 神戸市
ピット＆クレー
ン、 ヤード

昭和50年5月
(昭和38年6月)

未定 未定

中継施設 落合中継地 神戸市 ピット＆クレーン
平成21年12月

(昭和54年12月)
未定 未定

中継施設 苅藻島中継地 神戸市 ピット＆クレーン
平成29年4月
(平成2年3月)

未定 未定

ごみ焼却施設
西クリーンセン
ター

神戸市 連続燃焼式 600t/日 平成7年1月 未定 未定

ごみ焼却施設
東クリーンセン
ター

神戸市 連続燃焼式 900t/日 平成12年3月 未定 未定

ごみ焼却施設
港島クリーンセン
ター

神戸市 連続燃焼式 600t/日 平成29年3月 未定 未定

ごみ焼却施設
旧港島クリーンセ
ンター

神戸市 連続燃焼式 450t/日 昭和59年3月 平成29年3月 令和6年9月

最終処分場
布施畑環境セン
ター

神戸市
散水ろ床法

活性炭吸着法 4,500m3/日 昭和47年11月 未定 未定

最終処分場 淡河環境センター 神戸市
接触曝気法
硝化脱窒法

活性炭吸着法
1,500m3/日 平成2年11月 未定 未定

※１　大規模災害発生時に、浸水時等により搬入が困難になった場合は、廃棄物を他の焼却施設と中継施設で受け入れる。それでも処理能力が不足する場合には、「兵庫県災害廃棄物処理の相互応援に関する協定」等に基づき、

　　　他地方公共団体及び民間事業者等の協力・支援を得て処理する。

※２　①プラットホームのレベルは浸水水位以上とする、②電気室、中央制御室、主要な機器及び制御盤、電動機は浸水水位以上に配置する

※３　計画地域内の施設の状況を地図上に示したものを添付した。（参考資料図3－3）

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月
更新（改良）・新築

理由

廃焼却施設解体の有
無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対策
プラスチック再商
品化を実施するた
めの施設整備事業

備考

ごみ焼却施設
東クリーンセン
ター

神戸市 連続燃焼式 900t/日 令和10年3月 令和5年4月 未定 未定

※１、※２①
受変電室等、水密性の高い扉を設置して
いる。
浸水深：1.0m以上～2.0m未満

ごみ焼却施設
第12次クリーンセ
ンター

神戸市 未定 未定 未定

既存施設の老朽
化
エネルギーの高
効率回収・有効
利用の促進

有
（西クリーンセ

ンター）
未定 浸水対策実施予定

解体事業と一
体として第12
次クリーンセ
ンターを整備

破砕施設 新破砕選別施設 神戸市 未定 未定 未定 既存施設の老朽化 未定 未定 浸水対策実施予定

※２②
浸水深：0m

※２①②
浸水深：0m

※１、※２①②
浸水深：0m

括弧内は、焼却施設とし
ての竣工年月

※１、※２①②
浸水深：0m

括弧内は、焼却施設とし
ての竣工年月

想定される浸水深と対策 備考

※２①②
浸水深：0m

※２①②
浸水深：0m

※１、※２①②
浸水対策として、工場棟１階周りに、水密性の高い扉を設置
している。災害時にインフラが途絶えた状態でも、非常用発
電機により１週間程度の運転継続が可能である。
浸水深：0m

※２②
浸水深：0m

※１、※２①②
浸水深：0m

括弧内は、焼却施設とし
ての竣工年月

※１、※２①②
浸水深：0m

※１、※２①
受変電室等、水密性の高い扉を設置している。
浸水深：1.0m以上～2.0m未満



4 生活排水処理の現状と 目標

過去の状況・ 現状    下段（   ) ： 排出量に対する割合 目　 　 標

指標・ 単位 年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和10年度

1, 541, 080 1, 537, 703 1, 532, 857 1, 529, 092 1, 521, 615 1, 476, 400

1, 521, 433 1, 518, 113 1, 513, 331 1, 509, 621 1, 502, 242 1, 458, 004

98. 7% 98. 7% 98. 7% 98. 7% 98. 7% 98. 8%

13, 208 13, 179 13, 137 13, 105 13, 041 12, 654

0. 9% 0. 9% 0. 9% 0. 9% 0. 9% 0. 9%

3, 731 3, 722 3, 757 3, 834 3, 823 4, 449

0. 2% 0. 2% 0. 2% 0. 3% 0. 3% 0. 3%

1, 249 1, 265 1, 228 1, 236 1, 221 582

0. 1% 0. 1% 0. 1% 0. 1% 0. 1% 0. 04%

1, 459 1, 424 1, 404 1, 296 1, 288 711

5 浄化槽の整備の状況と 更新、 廃止、 新設の予定

基　 　 数 処理人口 開始年月 基数 処理人口 目標年次

神戸市 930 2, 325 平成2年7月 162 410  令和10年度

※計画地域内の施設の状況を地図上に示し たも のを添付し た。 （ 参考資料図3－4）

未 処 理 人 口  汚水衛生未処理人口

※別添資料と し て指標と 人口等の要因に関するト レ ンド グラ フ を添付し た。 （ 参考資料図3－2）

施 設 種 別 事業主体
現 有 施 設 の 内 容 整備予定基数の内容

 汚水衛生処理人口

 汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

単 独 処 理 浄 化 槽 等
 汚水衛生処理人口

 汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

浄化槽設置整備事業

備　 　 　 考

生活排水処理対象人口

公 共 下 水 道
 汚水衛生処理人口

 汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

集 落 排 水 施 設 等
 汚水衛生処理人口

 汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合 併 処 理 浄 化 槽 等



様式２

単位 開始 終了
令和

４ 年度
令和

５ 年度
令和

６ 年度
令和

７ 年度
令和

８ 年度
令和

９ 年度
令和

４ 年度
令和

５ 年度
令和

６ 年度
令和

７ 年度
令和

８ 年度
令和

９ 年度

11, 264, 098 0 612, 078 4, 083, 640 3, 110, 800 3, 457, 580 6, 768, 898 0 55, 134 3, 028, 774 1, 422, 734 2, 262, 256

1 神戸市 900 ｔ /日
R
5

R
9

11, 264, 098 0 612, 078 4, 083, 640 3, 110, 800 3, 457, 580 6, 768, 898 0 55, 134 3, 028, 774 1, 422, 734 2, 262, 256

137, 490 22, 915 22, 915 22, 915 22, 915 22, 915 22, 915 74, 994 12, 499 12, 499 12, 499 12, 499 12, 499 12, 499

2 神戸市 162 基 4 9 137, 490 22, 915 22, 915 22, 915 22, 915 22, 915 22, 915 74, 994 12, 499 12, 499 12, 499 12, 499 12, 499 12, 499
浄化槽設置に係る
補助金

11, 401, 588 22, 915 22, 915 634, 993 4, 106, 555 3, 133, 715 3, 480, 495 6, 843, 892 12, 499 12, 499 67, 633 3, 041, 273 1, 435, 233 2, 274, 755

事業
番号

事業主体
名
称

規　 模

事　 業　 名　 称

事業期間
交付期間

浄化槽設置整備事業

合     　 　 計

東ク リ ーン セン タ ー基幹的設備改良

備　 考

二酸化炭素排出抑制対策事業実施計画総括表

交付対象事業費（ 千円）総事業費（ 千円）

○二酸化炭素排出抑制対策事業

○浄化槽に関する 事業

事　 業　 種　 別



【 参考資 料様 式１ 】  

施 設 概 要（ マ テ リ ア ルリ サイ ク ル施設系）  

都道府 県名  兵庫 県 

（ １ ） 事業主 体名 神戸市  

（ ２ ） 施設名 称  破砕選 別施 設 

（ ３ ） 工期 令和1 2 年度 頃～ 未定 

（ ４ ） 施設規 模  未定  

（ ５ ） 処理方 法  未定  

（ ６ ） 地域計 画内の役 割 

   ※ １  
未定  

（ ７ ） 廃焼却 施設解体  

   工 事の 有無 
未定  

「 ス ト ッ ク ヤ ー ド 」 を 整備す る 場合  

（ ８ ） ス ト ッ ク 対象物  ― 

「 容器 包装リ サイ ク ル 推進施 設」 を 整備す る 場合  

（ ９ ） 容器包 装リ サイ ク ル  

推進施 設の内 訳 

①分別 収集回収拠点 の 整備  

 ・ ご みの分別収集 ・ 処理方 法 

 ・ ご み容器の種類 ・ 設置基 数 

 ・ 建 築物の構造  

②小規 模ス ト ッ ク ヤ ー ド の整 備 

 ・ 施 設規模 

 ・ ス ト ッ ク 対象 物  

③簡易 プ レ ス 機の整 備  

 ・ 処 理方法 

 ・ 処 理能力 

 ・ 設 置場所 

④電気 ご み収集車及 び 分別ご み収集車の整 備  

 ・ 導 入台数（ 積載 量 ）  

 ・ 運 行計画 

「 灰溶 融施設 」 を 整備 す る 場 合  

（ 10 ） ス ラ グ の 利用計 画 ― 

 

（ 1 1 ） 事業計画 額  未定 

 

 

※１  基幹的 設備改良 事業を 実施す る 場合 は 、二酸 化炭素 の削減 率 を 記載 す る こ と 。

ま た 、 二酸化 炭素排出 抑制対 策事業 費等補 助 金を 活 用す る 場合は 、 廃棄物 処理施 設

で 生じ た 熱や 発電し た 電力を 地域で ど う 利活 用す る かに つ い て も 記 載す る こ と 。  

 



【参考資料様式２】 

施 設 概 要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 兵庫県 

（１）事業主体名 神戸市 

（２）施設名称 神戸市第12次クリーンセンター 

（３）工期 令和12年度頃～未定 

（４）施設規模 未定 

（５）形式及び処理方法 未定 

（６）余熱利用の計画 
１．発電の有無  有 （発電効率 未定%）・無 

２．熱回収の有無 有 （熱利用率 未定%）・無 

（７）地域計画内の役割 

   ※１ 

市 内 で 発 生 す る 一 般 廃 棄 物 の う ち 可 燃 ご み の 焼 却

を行う。 

二酸化炭素削減率：未定 

発生した電力の地域利用：未定 

（８）廃焼却施設解体 

   工事の有無 

有（西クリーンセンター） 

解体事業と一体として整備 

 

「ごみ燃焼化施設」を整備する場合 

（９）燃料の利用計画 ― 

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

（10）バイオガス熱利用率 ― 

（11）バイオガスの利用計画 ― 

 

（12）事業計画額 未定 

 

 

※１ 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。

また、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設

で生じた熱や発電した電力を地域でどう利活用するかについても記載すること。 

 



【 参考資 料様 式７ 】  

施 設 概 要（ 浄化槽系）  

都道府 県名  兵庫 県 

（１）事 業 主体 名  神戸 市 

（２）整 備 計画の方針 

公 共 下 水 道 の整 備 は概 ね完 了 しているが、残 る未 整 備 地 区 についても

継 続 し事 業 を進 めていく。また、農 業 集 落 排 水 については、平 成 2 0 年

度 までに整 備 計 画 を完 了 した。今 後 は引 き続 き、これらの施 設 が計 画

されていない地 域 で、合 併 処 理 浄 化 槽 の整 備 を促 進 する。 

（３）事 業の実施目的及 び内容 

（目 的 ） 

より良 い水 環 境 の保 全 を目 指 し、下 水 道 事 業 及 び農 業 集 落 排 水 事 業

の整 備 対 象 地 域 以 外 の地 域 において、浄 化 槽 設 置 整 備 事 業 を実 施

し、推 進 する。 

（内 容 ） 

補 助 対 象 地 域 内 において、1 0 0 人 槽 以 下 の浄 化 槽 を設 置 しようとする

者 に対 して、予 算 の範 囲 内 で補 助 金 を交 付 する。 

（４）設 置 整備 事業の整 備計画  有（R４年度～R9年 度）  

（５）事 業 対象 地域の要 件 神 戸 市域 内の市街化 調整 区域 のうち、公 共 下水道 事業 、農

業集落 排水処 理事業の対象区 域以外  

（６）具 体 的な整備 計画  総事業費  1 37 ,4 9 0 千円（整備 計画 人口  4 1 0 人分） 

交付対 象事業 費 74 ,9 9 4 千円  

※R4～R9  
 

○交付 金 対象となる浄化槽の整備規模 及び交 付対象事 業費 （内訳 ） R4～R9  

人槽区 分 
交付対 象基数 

（   人分） 
基準額 

対象経費  

支出予 定額 

交付対 象  

事業費  

５人槽 4 8基（46 人分） 1 5 ,9 3 6 千円  30 ,2 4 0 千円  1 5 ,9 3 6 千円 

６～７人槽  78 基（19 6 人分） 3 2 ,2 9 2 千円  65 ,1 3 0 千円  3 2 ,2 9 2 千円 

８～10 人 槽  1 8基 （63 人分） 9 ,8 6 4千 円  21 ,0 6 0 千円  9 ,8 6 4千 円 

  1 1 ～2 0 人槽  1 8基（1 0 5 人分 ） 1 6 ,9 0 2 千円  21 ,0 6 0 千円  1 6 ,9 0 2 千円 

合    計  162 基（4 1 0 人分）  7 4 ,9 9 4 千円  1 37 ,4 9 0 千円  7 4 ,9 94 千円  
 

 

 

 

 

 

 

 

 



【 参考資 料様 式８ 】  

事 業 計 画 概 要 

都道府 県名  兵庫 県 

（１）事業 主体 名  神戸市  

（２）事業 目的  
第 1 2 次 ク リー ン セ ン タ ー  

整備のため 

神 戸 市 新 破 砕 選 別 施 設 整 備 の

ため 

（３）事業 名称  

神 戸 市 第 1 2 次 クリーンセン

ター（ エネルギー 回 収 型 廃

棄 物 処 理 施 設 ）に係 る計 画

支援事 業 

神 戸 市 新 破 砕 選 別 施 設 （マテリ

アルリサイクル推 進 施 設 ）に係 る

計画支 援事業  

（４）事業 期間  令和8 年度～未定  令和8 年度～未 定  

（５）事業 概要  未定  未定 

 

（６）事業 計画 額  未定  未定 

 



【 参考資 料様 式２ 】  

施 設 概 要（ エ ネ ルギ ー 回収施設系）  

都道府 県名  兵庫 県 

（ １ ） 事業主 体名 神戸 市 

（ ２ ） 施設名 称  東ク リ ー ン セ ン タ ー  

（ ３ ） 工期 令和 ５ 年度～令 和 ９ 年 度 

（ ４ ） 施設規 模  処理 能力 ９ ０ ０ ｔ / 日（ ３ ０ ０ ｔ / 日×３ 炉）  

（ ５ ） 形式及 び 処理方 法 連 続燃焼式  

（ ６ ） 余熱利 用の計画  
１ ． 発 電の有無   有 （ 発電効 率   1 9 % ）・ 無 

２ ． 熱 回収の有無  有 （ 熱利用 率 0 .2 6 % ）・ 無 

（ ７ ） 地域計 画内の役 割 

   ※１  

市 内 で 発 生 す る 一 般 廃 棄 物 の う ち 可 燃 ご み の 焼 却

を 行う 。  

二酸化 炭素削減率 ： 1 5 .6 % （ 予定 ）  

発生し た 電力の地域 利 用： 下 水道処理場へ の 供給  

（ ８ ） 廃焼却 施設解体  

   工 事の 有無 
 有  無  

 

「 ご み 燃焼化 施設」 を 整備す る 場合  

（ ９ ） 燃料の 利用計画  ― 

 

「 メ タ ン ガ ス 化施設」 を 整備 す る 場 合 

（ 10 ） バイ オ ガ ス 熱利 用率 ― 

（ 11 ） バイ オ ガ ス の利 用計画 ― 

 

（ 1 2 ） 事業計画 額  
1 1 ,2 6 4 ,0 9 8 千円  

（ う ち 、 交付対象事 業 費6 ,7 6 8 ,8 9 8 千円）  
 

 

※１  基幹的 設備改良 事業を 実施す る 場合 は 、二酸 化炭素 の削減 率 を 記載 す る こ と 。

ま た 、 二酸化 炭素排出 抑制対 策事業 費等補 助 金を 活 用す る 場合は 、 廃棄物 処理施 設

で 生じ た 熱や 発電し た 電力を 地域で ど う 利活 用す る かに つ い て も 記 載す る こ と 。  

 



施 設 概 要 

 

参考資料表１ －１  中間処理施設の概要 

 ご み 焼 却 施 設 ( 東 ク リ ー ン セ ン タ ー )  ご み 焼 却 施 設 ( 西 ク リ ー ン セ ン タ ー )  

所 在 地  東 灘 区 魚 崎 浜 町 １ 番 地 の ７  西 区 伊 川 谷 町 井 吹 字 三 番 鬮 ７ ４ 番 地 の １  

処 理 対 象 物  

○  燃 え る ご み （ 家 庭 系 ・ 事 業 系 ）  

○  破 砕 可 燃 ご み  

○  資 源 ・ 粗 大 ・ 燃 え な い ご み （ 中 継 ）     

○  燃 え る ご み （ 家 庭 系 ・ 事 業 系 ）  

○  破 砕 可 燃 ご み       

処 理 能 力  ３ ０ ０ ｔ ／ 日 ×３ 基  ２ ０ ０ ｔ ／ 日 ×３ 基  

型  式  連 続 燃 焼 式  連 続 燃 焼 式  

設 計 発 熱 量  3, 200kca l ／ kg 3, 000kca l ／ kg 

竣 工  平 成 １ ２ 年 ３ 月  平 成 ７ 年 １ 月  

二 次 公 害  

防 止 設 備  

バ グ フ ィ ル タ ３ 基  

触 媒 脱 硝 装 置 ３ 基  等  

バ グ フ ィ ル タ ３ 基  

触 媒 脱 硝 装 置 ３ 基  等  

 

 

 ご み 焼 却 施 設 ( 港 島 ク リ ー ン セ ン タ ー )  

所 在 地  神 戸 市 中 央 区 港 島 9丁 目 12-1 

処 理 対 象 物  

○  燃 え る ご み （ 家 庭 系 ・ 事 業 系 ）  

○  破 砕 可 燃 ご み   

○  資 源 ご み （ 中 継 ）   

処 理 能 力  ２ ０ ０ ｔ ／ 日 ×３ 基  

型  式  連 続 燃 焼 式  

設 計 発 熱 量  3, 200kca l ／ kg 

竣 工  平 成 ２ ９ 年 ３ 月  

二 次 公 害  

防 止 設 備  

バ グ フ ィ ル タ ３ 基  

触 媒 脱 硝 装 置 ３ 基  等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考資料表１ －２  再生資源の中間処理施設の概要 

 
選 別 ・ 圧 縮 施 設  

（ 資 源 リ サ イ ク ル セ ン タ ー ）  

所 在 地  西 区 見 津 が 丘 １ 丁 目 ９  

処 理 対 象 物  缶 ・ び ん ・ ペ ッ ト ボ ト ル  

処 理 能 力  ９ ０ ｔ ／ ５ 時 間 （ ４ ５ ｔ ／ ５ 時 間 ×２ 系 列 ）  

型  式  機 械 選 別 式  

竣 工  平 成 １ ６ 年 ３ 月  

 

参考資料表１ －３  最終処分場の概要 

 布 施 畑 環 境 セ ン タ ー  淡 河 環 境 セ ン タ ー  

所  在  地  西 区 伊 川 谷 町 布 施 畑 字 丸 畑  北 区 淡 河 町 野 瀬 字 南 山  

竣    工  昭 和 ４ ７ 年 １ １ 月  平 成 ２ 年 １ １ 月  

敷 地 面 積  1, 570, 000 ｍ ２  1, 380, 000 ｍ ２  

埋 立 面 積  1, 020, 000 ｍ ２  355, 000 ｍ ２  

埋 立 容 量    23, 500, 000 ㎥    7, 700, 000 ㎥   

残 余 埋 立 容 量     4, 840, 000㎥       5, 860, 000㎥   

排 水 処 理 施 設  

[ 処 理 方 式 ]  

  散 水 ろ 床 法 、 活 性 炭 吸 着 法  

[ 処 理 能 力 ]   4, 500ｍ 3/日  

[ 処 理 方 式 ]  

  接 触 曝 気 法 、 硝 科 脱 窒 法 、  

活 性 炭 吸 着 法  

[ 処 理 能 力 ]     1, 500ｍ 3/日  

                           

参考資料表１ －４  破砕施設の概要 

                             布 施 畑 環 境 セ ン タ ー 破 砕 選 別 施 設  港 島 ク リ ー ン セ ン タ ー 破 砕 施 設  

所 在 地  西 区 伊 川 谷 町 布 施 畑 字 丸 畑 1172番 地 の 2 神 戸 市 中 央 区 港 島 9丁 目 12-1 

処 理 方 法  回 転 式  せ ん 断 式  

処 理 能 力  １ ５ ０ ｔ ／ ５ 時 間 ×２ 基   １ ０ ｔ ／ ５ 時 間 ×２ 基  

竣 工  平 成 １ １ 年 ３ 月  平 成 ２ ９ 年 ３ 月  

残 渣 処 分 先  
ク リ ー ン セ ン タ ー  

布 施 畑 環 境 セ ン タ ー  
ク リ ー ン セ ン タ ー  

 

 

 

 

 

 

 



家 庭 系 ご  み の 分 別 排 出 区 分 

 

参考資 料 表２  家庭系 ご みの 収集区 分 

収 集 区 分  ご み ・ 再 生 資 源 の 例  収 集 頻 度  排 出 方 法  

燃 え る ご み  

台 所 ご み ( 生 ) ご み 、 紙 く ず 、 皮

革・ 繊 維 類 、 プ ラ ス チ ッ ク 類 、 木

質 ご み 、 そ の 他 （ 紙 お む つ な ど ） 

週 ２ 回  
市 の 指 定 す る 燃 え

る ご み の 指 定 袋  

燃 え な い ご み  
ガ ラ ス・ 陶 磁 器 類 、 鍋 な ど の 小 型

金 属 類 等  
月 ２ 回  

市 の 指 定 す る 燃 え

な い ご み の 指 定 袋  

カ セ ッ ト ボ ン ベ ・  

ス プ レ ー 缶  

カ セ ッ ト コ ン ロ 用 ボ ン ベ 、整 髪 料

な ど の ス プ レ ー 缶 、エ ア ゾ ー ル 缶

等  

月 ２ 回  

中 身 の 見 え る 透

明 ・ 半 透 明 の 袋 に

カ セ ッ ト ボ ン ベ ・

ス プ レ ー 缶 だ け を

入 れ る  

缶 ・ び ん ・ ペ ッ ト ボ ト ル  
飲 み 物 、 食 べ 物 、 調 味 料 が 入 っ て

い た 缶 、 び ん 、 ペ ッ ト ボ ト ル  
週 １ 回  

市 の 指 定 す る 缶 ・

び ん ・ ペ ッ ト ボ ト

ル の 指 定 袋  

容 器 包 装 プ ラ ス チ ッ ク  
プ ラ マ ー ク が 付 い て い る プ ラ ス

チ ッ ク 製 容 器 や 包 装 物  
週 １ 回  

市 の 指 定 す る 容 器

包 装 プ ラ ス チ ッ ク

の 指 定 袋  

大 型 ご み  

45ℓの 指 定 袋 に 入 れ て 口 を し っ か

り 結 ぶ こ と が で き な い 大 き さ の

も の 、 ま た は 、 45ℓの 指 定 袋 に 入

っ て も 単 品 で ５ ㎏ を 超 え る 重 さ

の も の   

神 戸 市 大 型 ご み 受 付 セ

ン タ ー が 指 定 し た 日  

受 付 セ ン タ ー へ の

事 前 申 し 込 み に よ

り 、 受 付 セ ン タ ー

と 確 認 し た 場 所  

 



事 業 系 ご  み の 分 別 排 出 区 分 

 

参考資料表２ -２  事 業系ご みの収 集区 分 

収 集 区 分  ご み ・ 再 生 資 源 の 例  収 集 頻 度  排 出 方 法  

可 燃 ご み  

可 燃 物（ プ ラ ス チ ッ ク 類 、生 ご み 、

布・ 衣 類・ 皮 革 類 、 紙 ご み 、 木 質

ご み な ど ） で 1 辺 が 概 ね 50cm以

下 の も の  

許 可 業 者 と の 契 約 に よ

り 排 出 ま た は 自 己 搬 入  

市 の 指 定 す る 可 燃

ご み の 指 定 袋  

資 源 ご み  
飲 み 物 、 食 べ 物 、 調 味 料 が 入 っ て

い た 缶 ・ び ん ・ ペ ッ ト ボ ト ル  

市 の 指 定 す る 資 源

ご み の 指 定 袋  

粗 大 （ 不 燃 ） ご み  

・ 指 定 袋 に 入 る 大 き さ の 不 燃 物

（ ガ ラ ス 、 陶 磁 器 、 電 気 製 品 、 金

属 類 ）  

・ 不 燃 物 と 可 燃 物 か ら で き て い る

も の  

・ １ 辺 が 概 ね 50cmを 超 え る 可 燃

物 で 袋 か ら は み だ さ な い も の  

市 の 指 定 す る 粗 大

（ 不 燃 ） ご み の 指

定 袋  

カ セ ッ ト ボ ン ベ ・ ス プ レ

ー 缶  

カ セ ッ ト コ ン ロ 用 ボ ン ベ 、整 髪 料

な ど の ス プ レ ー 缶 、エ ア ゾ ー ル 缶

等  

市 の 指 定 す る カ セ

ッ ト ボ ン ベ ・ ス プ

レ ー 缶 の 指 定 袋  

 

 

 

 



27年度 28年度 29年度 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

人口 1,547,494 1,545,987 1,542,375 1,537,629 1,533,166 1,526,860 1,526,600 1,520,200 1,513,800 1,507,400 1,501,000 1,492,800 1,484,600 1,476,400

事業系排出量 193,278 192,101 193,702 199,940 198,041 176,788 182,887 181,379 179,872 178,365 175,372 173,904 172,437 170,970

生活系排出量 304,289 297,634 297,183 295,245 296,126 300,513 289,186 286,327 283,480 280,647 276,134 272,671 269,226 267,740

焼却処理計 465,991 453,327 458,424 457,699 452,359 436,934 444,704 440,071 435,453 430,851 422,737 417,627 412,528 409,673

最終処分量 80,305 76,141 75,262 75,257 74,380 73,469 71,464 70,811 70,159 69,509 68,407 67,563 66,809 66,358

総資源化量 83,315 81,553 79,114 76,353 70,701 66,801 90,033 89,622 89,213 88,805 88,288 87,622 86,880 85,920

ごみ及び資源化物の排出量、再生利用量、最終処分量の動向

参考資料図３－１　ごみ及び資源化物の排出量、再生利用量、最終処分量の動向
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H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

公共下水道 1, 521, 433 1, 518, 113 1, 513, 331 1, 509, 621 1, 502, 242 1, 507, 371 1, 501, 103 1, 494, 834 1, 488, 566 1, 482, 298 1, 474, 200 1, 466, 102 1, 458, 004

集落排水施設 13, 208 13, 179 13, 137 13, 105 13, 041 13, 083 13, 028 12, 973 12, 918 12, 864 12, 794 12, 724 12, 654

合併処理浄化槽 3, 731 3, 722 3, 757 3, 834 3, 823 3, 971 4, 039 4, 108 4, 176 4, 245 4, 313 4, 381 4, 449

単独処理浄化槽 1, 249 1, 265 1, 228 1, 236 1, 221 979 913 848 783 717 672 627 582

非水洗化 1, 459 1, 424 1, 404 1, 296 1, 288 1, 196 1, 117 1, 037 957 876 821 766 711

生活排水の処理方式別人口の推移

参考資料図３ －２ 　 生活排水の処理方式別人口の推移
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参考資料図３ －３  

港島クリーンセンター 



 

参考資料図３ －４  



別紙

［ 北区］

町 名 字 名 町 名 字 名

1 山 田 町 原 野 公共下水道 22 八 多 町 中 公共下水道

2 福 地 （ 一部合併処理浄化槽を 含む） 23 上小名田 （ 一部合併処理浄化槽を 含む）

3 中 24 下小名田

4 東 下 25 吉 尾

5 西 下 26 附 物

6 坂 本 27 柳 谷

7 衝 原 28 屏 風
農業集落排水処理施設
（ 一部合併処理浄化槽を 含む）

8 小 河 合併処理浄化槽 29 深 谷 合併処理浄化槽

9 有 野 町 二 郎
公共下水道
（ 一部合併処理浄化槽を 含む）

30 西 畑 合併処理浄化槽
（ 一部農業集落排水処理施設を含む）

10 道 場 町 生 野 公共下水道 31 淡 河 町 野 瀬 農業集落排水処理施設

11 塩 田 （ 一部合併処理浄化槽を 含む） 32 中 山 （ 一部合併処理浄化槽を 含む）

12 日 下 部 33 行 原

13 平 田 34 木 津

14 大 沢 町 上 大 沢
農業集落排水処理施設
（ 一部公共下水道及び合併処理浄化槽を含む） 35 萩 原

15 中 大 沢
農業集落排水処理施設及び
合併処理浄化槽 36 勝 雄

16 日 西 原 37 淡 河 農業集落排水処理施設及び

17 神 付 合併処理浄化槽 38 北 僧 尾 合併処理浄化槽

18 市 原 39 南 僧 尾

19 簾 40 神 田 合併処理浄化槽

20 長 尾 町 宅 原 公共下水道 41 神 影

21 上 津 （ 一部合併処理浄化槽を 含む） 42 東 畑

43 北 畑

44 有 馬 町 有 馬 公共下水道及び合併処理浄化槽

整 備 手 法整 備 手 法

地 区 名

番 号番 号

地 区 名



別紙

［ 西区］

町 名 字 名 町 名 字 名

45 神 出 町 五 百 蔵
公共下水道
（ 一部合併処理浄化槽を含む） 75 押部谷町 細 田

農業集落排水処理施設及び公共下水道
（ 一部合併処理浄化槽を含む）

46 勝 成 農業集落排水処理施設 76 和 田
農業集落排水処理施設及び
合併処理浄化槽

47 小 束 野 （ 一部合併処理浄化槽を 含む） 77 近 江 合併処理浄化槽

48 広 谷 78 伊川谷町 布 施 畑 公共下水道

49 紫 合 79 前 開 （ 一部合併処理浄化槽を 含む）

50 東 80 上 脇

51 北 81 長 坂

52 田 井 82 小 寺
農業集落排水処理施設
（ 一部合併処理浄化槽を含む）

53 南 83 井 吹 公共下水道及び合併処理浄化槽

54 池 田 84 岩 岡 町 岩 岡
農業集落排水処理施設及び公共下水道
（ 一部合併処理浄化槽を含む）

55 宝 勢 85 印 路

56 古 神
農業集落排水処理施設及び
合併処理浄化槽 86 野 中

農業集落排水処理施設（ 一部合併処理浄化槽を
含む）

57 櫨 谷 町 福 谷 公共下水道 87 古 郷
農業集落排水処理施設及び公共下水道
（ 一部合併処理浄化槽を含む）

58 池 谷 （ 一部合併処理浄化槽を 含む） 88 西 脇

59 長 谷 89 平 野 町 堅 田
公共下水道（ 一部農業集落排水処理施設及び合
併処理浄化槽）

60 谷 口 90 繁 田 公共下水道

61 栃 木 91 西 戸 田 （ 一部合併処理浄化槽を 含む）

62 菅 野 92 大 畑

63 松 本 93 宮 前

64 寺 谷
農業集落排水処理施設（ 一部公共下水道及び
合併処理浄化槽） 94 下 村

65 友 清 合併処理浄化槽 95 向 井

66 押部谷町 木 津 公共下水道 96 福 中

67 木 見 （ 一部合併処理浄化槽を 含む） 97 芝 崎

68 木 幡 98 慶 明

69 栄 99 大 野

70 押 部 100 中 津
農業集落排水処理施設及び公共下水道
（ 一部合併処理浄化槽を含む）

71 西 盛 101 黒 田
農業集落排水処理施設（ 一部合併処理浄化槽を
含む）

72 福 住 102 常 本
農業集落排水処理施設及び公共下水道
（ 一部合併処理浄化槽を含む）

73 高 和 103 印 路

74 養 田 ［ 北区］

［ 須磨区］ 町 名 字 名

山 田 町 藍 那 合併処理浄化槽

町 名 字 名 ［ 灘区］

104 白 川
公共下水道
（ 一部合併処理浄化槽を含む）

町 名 字 名

六甲山町 合併処理浄化槽

整 備 手 法 番 号
地 区 名

整 備 手 法

整 備 手 法

番 号
地 区 名

整 備 手 法

番 号

番 号
地 区 名

整 備 手 法

地 区 名

番 号
地 区 名



別紙

町 名 字 名 町 名 字 名 町 名 字 名 町 名 字 名

1 北 山 田 町 原 野 31 北 淡 河 町 野 瀬 57 西 櫨 谷 町 福 谷 84 岩 岡 町 岩 岡

2 福 地 32 中 山 58 池 谷 85 印 路

3 中 33 行 原 59 長 谷 86 野 中

4 東 下 34 木 津 60 谷 口 87 古 郷

5 西 下 35 萩 原 61 栃 木 88 西 脇

6 坂 本 36 勝 雄 62 菅 野 89 平 野 町 堅 田

7 衝 原 37 淡 河 63 松 本 90 繁 田

8 小 河 38 北 僧 尾 64 寺 谷 91 西 戸 田

9 有 野 町 二 郎 39 南 僧 尾 65 友 清 92 大 畑

10 道 場 町 生 野 40 神 田 66 押部谷町 木 津 93 宮 前

11 塩 田 41 神 影 67 木 見 94 下 村

12 日 下 部 42 東 畑 68 木 幡 95 向 井

13 平 田 43 北 畑 69 栄 96 福 中

14 大 沢 町 上 大 沢 44 有 馬 町 有 馬 70 押 部 97 芝 崎

15 中 大 沢 45 西 神 出 町 五 百 蔵 71 西 盛 98 慶 明

16 日 西 原 46 勝 成 72 福 住 99 大 野

17 神 付 47 小 束 野 73 高 和 100 中 津

18 市 原 48 広 谷 74 養 田 101 黒 田

19 簾 49 紫 合 75 細 田 102 常 本

20 長 尾 町 宅 原 50 東 76 和 田 103 印 路

21 上 津 51 北 77 近 江 104 須磨 白 川

22 八 多 町 中 52 田 井 78 伊川谷町 布 施 畑 北 山 田 町 藍 那

23 上小名田 53 南 79 前 開 灘 六甲山町

24 下小名田 54 池 田 80 上 脇

25 吉 尾 55 宝 勢 81 長 坂

26 附 物 56 古 神 82 小 寺

27 柳 谷 83 井 吹

28 屏 風

29 深 谷

30 西 畑

番
号

地 区 名
番号

地 区 名
区
名

区
名

区
名

番号
地 区 名

番号
地 区 名

区
名


